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1 経理処理の基本的な考え方と流れ 

1.1 基本的な考え方 

1) 経理処理の基準 

実行団体は、助成対象事業（以下「本事業」という。）における経理処理について、

「休眠預金等交付金に係る資金の活用に関する基本方針」（平成 30年 3月 30 日付内閣

総理大臣決定）、本手引き及び資金提供契約（以下「契約」という。）を遵守してくださ

い。実行団体の定める独自の経理処理規則は、書面により整備してください。 

 

2) 区分経理 

実行団体は、助成等により提供を受けた資金の使途については、その助成等に係る契

約で認められたものに限定し、他の事業との区分経理を行うとともに帳簿を備え付けて

ください。 

 

3) 会計期間 

事業実施にかかる会計期間は、別途の定めがない限り、４月から３月とします。但

し、2020 年度に関しては、契約締結後から３月までの間を対象とします。 

 

4) 会計科目 

実行団体の財務諸表作成目的で日常用いている会計科目を使用してください。資産に

ついては、資産科目を使用してください（減価償却費は使わないでください）。 

 

5) 精算方法 

精算はキャッシュベース（支払いベース）1で行います。発生ベースではありませんの

で、ご注意ください。（精算については後日公開する「精算の手引き」で詳述します。） 

 

1.2 基本的な流れ 

本事業の経理処理の基本的な流れは以下のとおりです。 

1) 資金計画書の提出（助成申請時） 

助成金を申請いただく際に、提案された事業計画書の実施に必要な経費とその妥当性

を確認するため、事業計画書（様式３）とともに、資金計画書（様式４）を提出いただ

きます。 

 

                                                      
1 実際に資金が移動した日（引落日）を支払日としてください。たとえば売買契約で、契約日

（購入等の意思表示をした日）が 4 月 10 日、支払いが 5月 10 日とする場合は、5月 10 日が支

払日となります。クレジットカード決済の場合は、カード決済した日（購入等の意思表示をし

た日）ではなく、指定口座から引き落とされた日が支払日となります。 
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2) 資金計画書の確定 

審査後、実行団体が決定された後、公益財団法人長野県みらい基金（以下、「資金分

配団体」という。）と実行団体が共同で事業計画書の確認、精緻化を行います。事業計

画書の確定2内容を踏まえ、経費計上の必要性と積算根拠について確認、協議を行いま

す。その際に、対象外経費が含まれている場合には除外していただきます。協議結果を

踏まえ、確定した資金計画書を提出いただきます。 

 

3) 資金提供契約の締結 

確定した資金計画書を元に、助成期間を通じた助成総額及び各年度の助成見込み額を

契約にて定めます。なお、助成総額、各年度の助成見込み額及びその根拠等は、資金分

配団体のホームページで公表されます。 

 

4) 実行団体への助成金の支払いと精算 

実行団体への助成金の支払いは、指定活用団体一般財団法人日本民間公益活動連携機

構(JANPIA)から資金分配団体に助成金が交付された後に、契約に基づき実行団体への助

成金を概算払いで実行団体の指定口座に振り込みます。 

原則として、契約締結時に 6ヶ月分（事業期間が 6ヶ月未満の場合は事業終了までの

分）を支払い、事業開始から 6ヶ月後に進捗状況を確認し、残額を支払います。 

精算手続は、年度にかかわらず、事業終了日から１カ月以内に行います。 

(精算については、「精算の手引き」で詳述します。) 

 

5) 進捗管理報告 

実行団体は、契約に基づき、原則６カ月毎に自らの民間公益活動の進捗状況について確

認し、次の期限までに資金分配団体に報告していただきます。 

   〇９月末時点の進捗管理報告書 … 10 月 15 日まで 

 〇３月末時点の進捗管理報告書 … ４月 15日まで 

 

＜実行団体初年度の積算に関するスケジュール＞ 

 

  

                                                      
2 事業計画については、内定から契約締結前までの期間中に「事前評価」を行い、事業実施に

際する事業の必要性・妥当性を見直していただきます。事前評価の結果は、計画見直し、申請

資料の改定に反映されます。評価の詳細は、資料「新型コロナウイルス対応緊急支援助成 評価

の実施について」をご覧ください。 

（https://www.janpia.or.jp/koubo/2020/download/corona/koubo_corona_summary02.pdf） 

資金計画書の提出

（申請時）

事業内容の

修正・確定

（内定～契約前）

資金提供契約の

締結

実行団体への

助成金支払

https://www.janpia.or.jp/koubo/2020/download/corona/koubo_corona_summary02.pdf
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2 積算について 

2.1 資金計画書 

1) 調達の内訳 

全て資金計画書様式（エクセルおよび公募管理システム）にて自動計算されますの

で、入力は必要ありません。 

 

2) 自己資金・民間資金 

自己資金・民間資金の調達について、種類、金額、調達確度（Ａ(確定済)、Ｂ(内諾

済)、Ｃ(調整中)、Ｄ(計画段階)）、調達時期等を記載してください。自己資金・民間資

金は、事業費の総額と助成額の差額となります。 

自己資金・民間資金の確保は必要ではなく、計上は任意となります。 

 

3) 事業費 

事業費の支出明細として、助成金申請額と自己資金・民間資金について、直接事業費

に充当される費用と管理的経費の内訳を記載してください（評価関連経費を除く）。管

理的経費については次の４）で、直接事業費については５）で詳述します。 

助成金申請額の 80％以上は、実行団体の直接事業費に充当される費用とする必要があ

ります。 

 

4) 管理的経費 

実行団体が助成対象事業を実施するために必要な、５）直接事業費以外の当該事業に

関連する間接経費（一般管理費）を管理的経費といいます。管理的経費は助成金申請額

の最大 20％とします。 

管理的経費は、役職員の人件費等や管理部門などの管理経費、事務所の家賃3等に要す

る経費で、助成対象事業に要する経費として特定することが難しい共通経費（共通経費

と同内容の経費で、助成対象事業に要する経費として特定できる場合も含む）で、一定

の負担が生じている経費、又活動を実施するための調査費等となります。管理的経費の

内訳（助成金申請額の管理的経費と自己資金・民間資金の管理的経費の合計）を記載し

てください。 

 

（１）管理的経費の年度別概算 

資金計画書様式（エクセルおよび公募管理システム）にて自動計算のため入力

不要です。 

                                                      
3 家賃の対象となる家屋が、事業活動場所なら直接事業費、間接部門のオフィスなら管理的経

費に計上してください。例えば、障がい者作業所など事業を行う場所なら直接事業費、事業は

別の場所で行い管理のためのオフィスなら管理的経費、両方を同一家屋で行うなら面積等で按

分ということになります。 
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（２）管理的経費の内訳 

実行団体が財務諸表作成目的で通常用いている会計科目を使用し、算出根拠と

して単価と数量等を表中の計算セルに記入してください。補足説明が必要と思わ

れる場合には、備考に適宜記載してください。申請事業の経費として特定するこ

とが困難な費用については、他事業と按分して、算出根拠を記載してください。 

 

（３）人件費について 

管理的経費に計上される人件費の対象となる職員にかかるものについて計上し

てください。人件費を含める場合は、人件費の算出方法及び考え方を按分根拠・

備考欄に記載してください。人件費単価は原則として実行団体の給与規程4等によ

り決定してください。著しく高額であると考えられる場合には、別途詳細な説明

を求めることがあります。 

人件費の対象となる職員にかかる、就業規則や雇用契約において支給額や支給

条件が明確に定められている賃金としての賞与、法定福利費(事業主負担分の

み)、その他休眠預金等活用事業遂行に必要と認められる福利厚生費、通勤手当

などは計上いただけます。ただし、会社業績や別事業の業績によって発生する業

績連動型の賞与は助成対象ではありません。 

人件費を計上する場合は、実行団体のホームページ等において人件費水準の公

表が必要です。また、職員が複数の事業に従事している場合は、本事業に従事し

ていると認められる範囲のみが助成対象となります。過剰に計上されていると判

断される場合には、当該計上が認められない場合があります。 

人件費を計上する職員が本事業中に定期昇給する場合は、申請時に昇級差額分

も加算して計上してください。 

 

（４）監査について 

毎年度の決算について、外部監査が可能であれば受けることを推奨します。外

部監査に係る経費については、管理的経費に計上いただけます。 

 

5) 直接事業費 

直接事業費は、助成対象事業実施に直接必要となる経費が対象で、直接人件費の助成

対象事業従事分、旅費交通費、会議費、会場借料、借料損料、印刷製本費、通信運搬

費、広告宣伝費、消耗品費、施設改修費、機器購入費、委託費、謝金5等です。 

                                                      
4 コンソーシアム（共同事業体）の給与単価については、各コンソーシアム参加団体が機関決

定を経て、代表者による合意文書（覚書や念書等名称は問いません）を作成されることで、コ

ンソーシアムの給与規程と見なすことができます。 
5 自団体の役員に謝金を支払う場合には、自団体の経理ルールで認められていれば可能です

（資金提供契約締結前に、規程類の確認をさせていただきます）。 



6 

 

実行団体が財務諸表作成目的で通常用いている会計科目を使用し、算出根拠として単

価と数量等を表中の計算セルに記入してください。補足説明が必要と思われる場合に

は、按分根拠・備考欄に適宜記載してください。表中の計算セルに算出根拠を示すこと

が難しい科目に関しては、下部表に金額及び内訳（算出根拠）を科目毎に記載してくだ

さい。 

 

（１）人件費について 

直接事業費に計上される人件費の対象となる職員にかかるものについて計上し

てください。人件費を含める場合は、人件費の算出方法及び考え方を按分根拠・

備考欄に記載してください。人件費単価は原則として実行団体の給与規程等によ

り決定してください。著しく高額であると考えられる場合には、別途詳細な説明

を求めることがあります。 

人件費の対象となる職員にかかる、就業規則や雇用契約において支給額や支給

条件が明確に定められている賃金としての賞与、法定福利費(事業主負担分の

み)、その他休眠預金等活用事業遂行に必要と認められる福利厚生費、通勤手当

などは計上いただけます。ただし、会社業績や別事業の業績によって発生する業

績連動型の賞与は助成対象ではありません。 

人件費を計上する場合は、実行団体のホームページ等において人件費水準の公

表が必要です。また、職員が複数の事業に従事している場合は、本事業に従事し

ていると認められる範囲のみが助成対象となります。過剰に計上されていると判

断される場合には、当該計上が認められない場合があります。 

人件費を計上する職員が本事業中に定期昇給する場合は、申請時に昇級差額分

も加算して計上してください。 

 

6) 評価関連経費 

評価関連経費は申請できません。 

 

2.2 対象外経費 

  次の経費については、計上いただけません。 

・ファーストクラス、スーパーシート、プレミアムエコノミー、グリーン車などの

特別料金 

・会議費の範囲を逸脱し、社会通念上、接待交際費に当たるもの 

・個人又は団体に贈与される寄付金、義援金及び贈呈品等 

・会社業績や別事業の業績によって発生する業績連動型の賞与 

上記以外の費用であっても、資金計画書の確定段階で、事業目的に沿わない場合など

には、減額又は対象外となる可能性があります。判断が難しい場合など、不明な点があ

りましたら、事前に資金分配団体にご相談ください。 
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2.3 積算にあたっての留意事項 

経費の算出過程において小数点以下の端数が生じる場合は、原則切り捨てにより積算

してください。ただし、内規等において端数処理方法を規定している場合には、資金分

配団体との協議の上、契約に定めた上で計上を認めることがあります。 

 

以上。 

 


